配偶者居住権に関する確認書
被相続人の配偶者　　　　　　は、配偶者居住権の目的となっている下記１の物納申請財産について、物納許可後、下記２「配偶者居住権に関する確認事項」の条項を了承のうえ、使用及び収益することを確認します。
記
１．財産の表示
	所　  在
	地　番
（種類）
	地　目
（構造）
	地　積
（床面積）
	利 用 状 況
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令和　　年　　月　　日
被相続人の配偶者　　　住　　所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
生年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
性　　別：　　　　　男　・　女　　　　　　
氏　　名：　　　　　　　　　　　　　　
　　　　

２．配偶者居住権に関する確認事項
第１条　　配偶者居住権に基づき、建物を無償で使用及び収益する者（以下「配偶者居住権者」という。）は、民法（明治29年法律第89号）第1032条第１項に定めるとおり相続開始前の用法に従い、善良な管理者の注意をもって、配偶者居住権の目的となっている建物（以下「配偶者居住権付建物」という。）の使用及び収益をしなければならない。
２　配偶者居住権者は、配偶者居住権付建物を次の各号の用に使用してはならない。
(1)　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又は同条第11項に規定する特定遊興飲食店営業その他これらに類する業の用

(2)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等であることが指定されている者の事務所又はこれに類する施設の用

(3)　公の秩序又は善良の風俗に反する目的の用その他近隣住民の迷惑となる目的の用
第２条　　配偶者居住権の存続期間は、民法第1030条に基づき、終身又は定められた期間とする。
２　配偶者居住権者は、第１項に定める存続期間の満了前であっても、配偶者居住権を消滅させることができる。その際は、国にその旨の申出書を提出するものとする。
３　配偶者居住権者は、第２項に基づき配偶者居住権を消滅させた場合において、残存期間に係る対価を国に請求することはできない。
第３条　　配偶者居住権は、民法第1032条第２項に定めるとおり譲渡することができない。
第４条　　配偶者居住権者は、民法第1034条第１項に定めるとおり通常の必要費を負担する。なお、通常の必要費のうち、市町村交付金（注）、借地の場合の土地使用料、集合住宅の場合の管理費等国が支払った費用については、国の定める期限までに支払わなければならない。
２　国は、前項に定める納付期限や国が支払った費用の求償額について、別途通知する。
３　納付期限までに納付されない場合には、配偶者居住権者は、元本金額に納付期限の翌日から納付した日までの日数に応じて民法第404条所定の利率により算出した延滞金を加算した金額を支払わなければならない。
（注）市町村交付金は、固定資産税に代わるものとして国が市町村（ただし、東京都特別区にあっては東京都。）に交付しているもので、年度分の請求をすることとなる。
第５条　　配偶者居住権者は、配偶者居住権付建物の使用及び収益に必要な修繕を行うものとする。
２　配偶者居住権者は、民法第1032条第３項に定めるとおり配偶者居住権付建物の増改築又は模様替（民法第1033条第１項に定める通常の修繕、軽微な現状変更を除く。）をする場合、事前に国の承認を得なければならない。
３　配偶者居住権付建物の使用及び収益に必要な修繕に要する費用については、民法第1034条第１項に定める通常の必要費として配偶者居住権者が負担する。ただし、災害等による大規模な修繕が必要となった場合の費用については、国と協議し、国が承認した場合には国が負担するものとする。
第６条　　配偶者居住権者は、配偶者居住権付建物を第三者に使用又は収益させる場合、民法第1032条第３項に定めるとおり事前に国の承認を得なければならない。
第７条　　国は、配偶者居住権者が第１条、第５条第２項又は第６条に違反した場合、国が相当の期間を定めてその是正の催告をし、その期間内に履行がないときは、民法第1032条第４項に定めるとおり配偶者居住権を消滅させることができる。
第８条　　第２条第１項に定める配偶者居住権の定められた期間が満了した場合、又は第２条第２項若しくは第７条の規定により、配偶者居住権が消滅したときは、配偶者居住権者は速やかに建物内の動産を撤去の上、当該建物を国に返還しなければならない。
２　配偶者居住権付建物の全部が滅失その他の事由により使用及び収益することができなくなった場合は、配偶者居住権は消滅する。

３　第２条第１項、第２条第２項又は第７条の規定に基づき、配偶者居住権が消滅したときは、配偶者居住権者は速やかに配偶者居住権の抹消登記に係る承諾書及び印鑑証明書を国に提出しなければならない。
第９条　　国は、配偶者居住権者が居住している配偶者居住権付建物等を、今後、一般競争入札により第三者に売却することがある。その場合には、国は配偶者居住権者に事前に売却する旨通知する。

第10条　　国は、配偶者居住権付建物について必要に応じ、使用及び収益の状況等に関し確認し報告を求めることができる。

第11条　  上記に拠りがたい場合、国と配偶者居住権者で協議することとする。
配偶者居住権に関する確認書
被相続人の配偶者　　　　　　は、配偶者居住権の目的となっている下記１の物納申請財産について、物納許可後、下記２「配偶者居住権に関する確認事項」の条項を了承のうえ、使用及び収益することを確認します。
記
１．財産の表示
	所　  在
	地　番
（種類）
	地　目
（構造）
	地　積
（床面積）
	利 用 状 況
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令和　　年　　月　　日

被相続人の配偶者     住　　所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
生年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
性　　別：　　　　　男　・　女　　　　　　
氏　　名：　　　　　　　　　　　　　　
　　　　

（注）確認事項は確認書の裏面に印刷してください。








物納申請財産の登記事項証明書に記載されている内容を転記してください。


土地と建物両方を物納申請する場合はそれぞれ分けて記載してください。


【留意事項】


他の提出書類の記載内容と一致していることを確認してください。





確認書の作成日現在において、物納申請財産の利用状況を記載してください。


例：居住用建物


店舗兼住宅





【留意事項】


登記事項証明書と地積測量図の実測数量に差がある場合は、地積更正登記が必要か否かを法務局で確認してください。


地積更正登記の必要がない範囲内の場合は、地積測量図の面積をかっこ書き（小数点以下第2位まで）で記載してください。





被相続人の配偶者が、この確認書に住所等を記載した日を記載してください。





被相続人の配偶者が、住所、生年月日、性別及び氏名を記載してください。　





（注）確認事項は確認書の裏面に印刷してください。
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